
◆ 12月の税務と労務
国　税／給与所得者の年末調整
                               今年最後の給与を支払う時
国　税／給与所得者の扶養控除等（異動）申告書

及び保険料控除申告書の提出
                             今年最後の給与を支払う前日
国　税／11月分源泉所得税の納付        12月10日
国　税／10月決算法人の確定申告
             （法人税・消費税等）                 1月4日
国　税／4月決算法人の中間申告              1月4日
国　税／1月、4月、7月決算法人の消費税の中間申告
             （年3回の場合）                      1月4日

地方税／固定資産税・都市計画税（第3期分）の納付
                                  市町村の条例で定める日
労　務／健康保険・厚生年金保険被保険者賞与支

払届                             支払後5日以内

12 2010

この９月に日本振興銀行が破綻し、一定額の預金を保護する
「ペイオフ」が実施されましたが、一定額を超える部分が損失となった場合、残念なこ
とに現行では雑損控除の対象になりません。雑損控除は、地震・風水害などの自然災害
や、火災・火薬類の爆発など人為による災害、盗難・横領の場合等に限定されています。

ペイオフと雑損控除

（師走）December

23日・天皇誕生日12月
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年
末
調
整
は
、
給
与
の
支
払
者
が

給
与
の
支
払
い
を
受
け
る
一
人
一
人

に
つ
い
て
、
毎
月
の
給
与
や
賞
与
な

ど
の
支
払
い
の
際
に
源
泉
徴
収
し
た

税
額
と
、
そ
の
年
の
給
与
の
総
額
に

つ
い
て
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
税

額
（
年
税
額
）
と
を
比
べ
て
、
過
不

足
を
精
算
す
る
も
の
で
す
。

年
末
調
整
の
対
象
者

年
末
調
整
の
主
な
対
象
者
は
、
以

下
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
人
で
す
。

a

一
年
を
通
じ
て
勤
務
し
て
い
る

人
s

年
の
中
途
で
就
職
し
、
年
末
ま

で
勤
務
し
て
い
る
人

d

年
の
中
途
で
退
職
し
た
人
の
う

ち
、
次
の
人

①
　
死
亡
に
よ
り
退
職
し
た
人

②

著
し
い
心
身
の
障
害
の
た
め

退
職
し
た
人
で
、
そ
の
退
職
の

時
期
か
ら
み
て
本
年
中
に
再
就

職
が
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る

人

一
方
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
人
は
、
年
末
調
整
の
対
象
外
と
な

り
ま
す
。

a

前
記
対
象
者
の
う
ち
、
本
年
中

の
主
た
る
給
与
の
収
入
金
額
が
二

千
万
円
を
超
え
る
人

s

二
カ
所
以
上
か
ら
給
与
の
支
払

い
を
受
け
て
い
る
人
で
、
他
の
給
与

の
支
払
者
に
「
給
与
所
得
者
の
扶
養

控
除
等
（
異
動
）
申
告
書
」
を
提
出

し
て
い
る
人
や
、
年
末
調
整
を
行
う

時
ま
で
に
「
給
与
所
得
者
の
扶
養
控

除
等
（
異
動
）
申
告
書
」
を
提
出
し

て
い
な
い
人
（
月
額
表
又
は
日
額
表

の
乙
欄
適
用
者
）

な
お
、
年
末
調
整
は
、「
給
与
所
得
者

の
扶
養
控
除
等
（
異
動
）
申
告
書
」
の

提
出
が
前
提
で
す
の
で
、
必
ず
提
出
し

て
も
ら
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

配
偶
者
特
別
控
除

本
年
も
表
１
に
掲
げ
る
配
偶
者
特

別
控
除
額
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除

入
居
開
始
年
に
よ
り
、
表
２
の
よ

う
に
な
っ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
適
用
初
年
度
は
確
定
申

告
が
必
要
で
、
年
末
調
整
で
は
対
応

で
き
ま
せ
ん
。

１

２３
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印
紙
税
に
お
い
て
、
第
17
号
文
書

の
「
金
銭
又
は
有
価
証
券
の
受
取

書
」
で
あ
っ
て
も
、
受
取
人
に
と
っ

て
、
受
け
取
っ
た
金
銭
な
ど
が
営
業

に
関
し
な
い
も
の
で
あ
る
場
合
に

は
、
非
課
税
と
な
り
ま
す
。

そ
し
て
、
受
取
人
が
個
人
の
場
合

に
は
、
次
の
よ
う
に
取
り
扱
わ
れ
ま

す
。「

商
人
」
と
し
て
の
行
為
は
営
業

に
な
る
一
方
、
事
業
を
離
れ
た
私
的

日
常
生
活
に
関
す
る
も
の
は
営
業
に

は
な
り
ま
せ
ん
。

な
お
、
店
舗
な
ど
の
設
備
が
な
い

農
業
等
を
行
っ
て
い
る
者
が
自
分
の

生
産
物
を
販
売
す
る
行
為
や
、
医
師
、

弁
護
士
、
税
理
士
な
ど
の
い
わ
ゆ
る

自
由
職
業
者
の
行
為
に
関
し
て
作
成

さ
れ
る
受
取
書
は
、
営
業
に
関
し
な

い
も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
ま
す
。

贈与税の配偶者控除
婚姻期間は通算で判断

婚姻期間が20年以上の夫婦の間で、居
住用不動産又は、居住用不動産を取得す
るための金銭の贈与が行われた場合、基
礎控除110万円のほかに、最高2,000万円
までの控除（配偶者控除）を受けること
ができます。

この贈与税の配偶者控除の適用を受け
る場合の「婚姻期間」は、受贈配偶者と
贈与配偶者との婚姻について、婚姻の届
け出があった日から、その居住用不動産
または居住用不動産の取得に当てた金銭
の贈与があった日までの期間によること
になっています。

なお、受贈配偶者と贈与配偶者とが、
離婚し再婚した場合であっても、その戸
籍上の配偶者であった期間を通算した期
間で判断することになります。

│
印
紙
税
│
個
人
が
作
成
す
る
受
取
書
の
取
扱
い

借入金、葬式費用などは
相続財産から控除可能

相続や遺贈では、被相続人が持っていた
財産ばかりではなく、被相続人が残した借
入金や未払金、未納の税金といった債務も
引き継ぎます。

そして、これらの債務は、相続税を計算
するときに、遺産総額（相続時精算課税の
適用を受ける贈与財産がある場合には、そ
の価額を加算します）から差し引くことが
できます。

ただし、被相続人が生前に購入したお墓
の未払代金など、非課税財産に関する債務
は、遺産総額から差し引くことはできませ
ん。

また、葬式費用は債務ではありません
が、相続税を計算するときには、遺産総額
から差し引くことができます。

具体的には、葬式や葬送、火葬や埋葬、
納骨をするための費用などです。

なお、香典返しの費用、墓石や墓地の買
い入れ費、初七日や法事などに要した費用
は葬式費用にはなりません。

このような債務などを差し引くことので
きる人は、その債務などを負担することに
なる相続人や包括受遺者です。

なお、相続人や包括受遺者であっても、
相続又は遺贈により財産を取得したときに
日本国内に住所がない人については、一定
の場合に、遺産総額から控除できる債務の
範囲が限られ、葬式費用も控除することが
できませんので留意が必要です。

そして、この一定の場合とは、次の二つ
の要件の全てに該当しないことです。
a 相続や遺贈によって財産をもらったと

きに日本国籍を有している
s 被相続人若しくは財産をもらった人が

被相続人の死亡前５年以内に日本国内に
住所を有したことがある


